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　1.　はじめに
　本稿は，公共図書館のサービス活動を表す基本
的な指標として貸出冊数（個人貸出冊数，以下同
様）を取り上げ，それに影響を与える要因との間
に関数（これを「貸出関数」と呼ぶこととする）
を設定し，その関数のいくつかの具体的なモデル
（回帰モデル）を提案する。これらのモデルに関
しては，実際のデータを用いて，その有効性を検
証する。ここで提案する，貸出冊数を予測するモ
デルは，図書館サービスの評価や計画立案に役立
てることが可能である。同様の研究はすでにいく
つか存在しているが，本稿は，それらの研究成果
を確認・整理するとともに，そこに新たな知見を
加えることを目的とする。
　2.　先行研究
　以下に，わが国における貸出関数に関わる先行
研究を確認・整理する。まず糸賀（1982）は，全
国の公共図書館を対象に調査を行い，回答が得ら
れた 400 館について，実質貸出密度や蔵書回転率
など 4 指標に対する重回帰分析を行った。その結
果，実質貸出密度に関しては，「貸出条件（冊数）（児
童）」と「登録者 1 人当たり購入冊数」が他の変
数に比べて特に大きな影響を与えることが示され
た。その他の変数としては，「自治体内の図書館数」
や「蔵書に占める児童書の比率」，「奉仕人口 1 人
当たり雑誌種数」などが挙がっている。
　一方，常盤（1985）は，東京 23 区の公共図書
館を対象に，貸出冊数（貸出密度）を分析（重回
帰分析）した。その結果，特に影響度の大きい変
数は「サービス対象人口 1 人当たり年間受入冊数」
であった。その他，「サービス圏域の重なり」，「貸
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出制限冊数」，「建設年」，「団体貸出冊数および移
動図書館サービスの実施度」の各変数が示されて
いる。また最終的にこれら 5 変数に「河川の影響」
が加えられている（全 6 変数）。なお，糸賀（1982）
では重要な要因であった「蔵書に占める児童書の
比率」が有意な変数として残らなかった点につい
ては，分析対象の地理的範囲が狭いことにより図
書館サービスの類似性が強かった可能性があると
述べている。
　上の二つの研究の対象が図書館単位であったの
に対し，岸田（1986）は，東京都，埼玉県，千葉県，
神奈川県の全市区（自治体単位）を対象に重回帰
分析を行った。なお，対象の質や条件を揃えるた
めに，大都市圏に焦点を当て，町村は対象から外
されている。さらに児童の利用も対象外とされて
いる。分析にあたっては，貸出密度を目的変数と
し，説明変数には 35 の要因を採用した。この 35
の要因は，①人口統計学的属性，②パーソナリティ
属性，③コミュニティ特性，④物理的環境要因，
⑤図書館に関する要因に区分される。35 の要因の
貸出密度との単相関係数を算出したところ，「受
入冊数」（0.73）が最も大きく，次いで「資料費」
（0.65），「蔵書数」（0.64）であった。変数増減法
を用いた重回帰分析の結果，最終的な重回帰モデ
ルには 10 の要因が採用され，このうち貸出密度
に特に影響を及ぼすと考えられる要因は「蔵書数」
であった。
　次に春日部（1990）は，岸田（1986）を継承し
つつ，東京都（23 区および全市）を対象に，時系
列的分析を行った。対象は岸田（1986）と同様に
自治体単位である。貸出密度を目的変数とし，説
明変数は先行研究で示された要因の中から 20 が
選択された。五つの時点（1965 年，70 年，75 年，
80 年，85 年）で重回帰分析を行った結果，各要
因の偏相関係数の値は，調査対象年によってかな
り変動することが分かった。ただし，「蔵書冊数」
や「職員 1000 人当り人口」などのようにいずれ
の時点でも高い値を示す変数も存在した。
　これに対し岸田ら（1991）は，これまでの貸出
関数に関する先行研究がデータからの帰納的結論
として得られたものであることについて，多くの
データを用いた分析・検証が必要であるにもかか
わらず，“ データの対象範囲が首都圏に限定され
ていることが多く，貸出関数の有効性を十分に確
かめるには至っていない ” と指摘した。そして首
都圏以外の地域として大阪府（大都市圏）と富山
県（地方都市）の各自治体（市町）を対象に，二
つの時点（1980 年度，85 年度）について貸出関
数の検証を行った。先行研究と同様に貸出密度を
目的変数とし，また児童の利用は除外されている。
説明変数には，「蔵書冊数」や「受入冊数」など
の内的要因のほか，外的要因として「人口密度」，
「昼間人口」，「第一次産業従事者」，「第三次産業
従事者」，「専門職管理職従事者」，「非労働者」，「主
婦」，「女性」を採用し，それらを変数減少法によっ
て絞り込んでいる。分析の結果，一部を除き，貸
出関数の有効性が確かめられた。最終的に得られ
た四つの回帰モデル（地域・年度別）全てに取り
込まれた変数は「資料費」だけであった。次いで
三つ以上に取り込まれた変数は「第一次産業従事
者」，「受入冊数」，「図書館数」，二つ以上に取り
込まれたのが，「雑誌種数」，「蔵書冊数」，「昼間
人口」であった。ただし，ここで得られたモデルは，
先行研究のいずれのものとも異なっていた。確定
的なモデルを示せない原因について岸田は，説明
変数間の多重共線性を挙げている。また，この問
題を解決するために，帰納的な推論・検証の蓄積
から体系的な理論を構築し，貸出関数を演繹的に
導出する重要性を説いている。
　これまでの先行研究が線形回帰モデルに基づく
のに対し，田村（1994）は，対数線形回帰モデル
に基づき自治体単位で分析を行った。また，田村
（1996）では，時系列的な要素を明示的に取り込み，
都道府県立図書館の時系列統計データ（1964 年か
ら 1994 年までの 31 年間）を用いて，実質貸出密
度を含む四つの活動指標と利用要因との間の因果
関係を統計的に明らかにした。さらに田村（2004）
では，貸出密度（目的変数）の説明変数として，「蔵
書冊数」，「受入資料数」のほかに，「有効求人倍率」
と「インフレ率」が採用された。これは，経済状
況の変化が公共図書館の利用に及ぼす影響を明ら
かにするためである。分析の結果，経済状況の変
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化は，貸出密度に対し，統計的に有意な影響を及
ぼすことが分かった。
　前述のように岸田ら（1991）は，先行研究で示
された貸出関数が実際のデータからの帰納的結論
であることに対し，貸出関数を演繹的に導出する
重要性を説いた。そこで岸田（1998）は，先行研
究で用いられてきた線形回帰モデル（対数線形回
帰モデルを含む）とは異なるモデルを演繹的に導
出した。まず先行研究と同様に，貸出冊数（L）は，
図書館内的要因（I）と図書館外的要因（E）の影
響を受けると考え， それを L=f（I, E）と表した。I
や E には，数多くの要因が考えられるが，それら
すべてを取り上げるのではなく，I を「蔵書冊数」
（C）で，E を「定住人口」（P）で代表させた。こ
れは先行研究において，I あるいは E の各要因間
に内部相関が認められたため，一つを取り上げれ
ば貸出冊数変動の近似的な説明は可能と考えたか
らである。次に，C と P には相乗的効果があると
考え，aCP（a はパラメータ）とした。そこに規
模要因（S）を追加し，これを抑制要因として位
置づけた。S としては，減衰の効果を表す関数 e−x
を用い，また C で代替し，aCPe−bc（b はパラメー
タ）とした。このモデルに対し，埼玉県の全市（自
治体単位）を対象に検証し，説明変数が 2 個のモ
デルとしては満足のいく結果が得られた。　
　さらに岸田（2013）は，計量書誌学的要因と地
理的要因を考慮したモデルを検討した。具体的に
は，各図書の貸出回数がジップの法則に従うと仮
定し，また，図書館を利用する割合は図書館から
の距離に逆比例すると仮定し，それぞれの要因を
モデルに取り入れた。その結果，最終的には，
L=θ√CP +εというモデルが得られた。つまり，
岸田（1998）では貸出冊数が「蔵書冊数」と「定
住人口」の相乗で説明されたのに対し，岸田（2013）
では，「蔵書冊数」の平方根と「定住人口」の平
方根の相乗で説明されている。ただし，このモデ
ルは岸田が述べているように，“ 単純化のための
いくつかの仮定に基づいており，この点では現実
から乖離している ”。
　以上，貸出関数に関する先行研究を概観した。
次章で述べるように，本稿は，これらの成果を活
用する。　　　　　
　3.　調査方法
　本稿は，次の二つの理由により，自治体単位で
分析を行う。理由の一つは，自治体ごとに統計が
算出される図書館外的要因を扱うためである。も
う一つは，糸賀（1982）が言うように，“ 自治体
レベルで公共図書館のシステム化が図られている
場合には，単館レベルではなく自治体レベルでの
分析こそが意味を持つ ” からである。
　本稿が最終的に提案する貸出関数のモデルは，
前述したように，貸出冊数を目的変数とする回帰
モデル（線形回帰モデル）である。このモデルに
採用する要因（説明変数）を理論的に選択し，要
因数が異なる五つのモデルを導出する。
　本稿では，岸田（1998）や岸田（2013）で示さ
れたモデルを検討の出発点とする。ただし，岸田
のような独自のモデルを構築するのではなく，そ
の理論を，回帰モデルの要因選択の際の参考にす
るにとどめる。本稿で独自モデルを検討しない理
由は，岸田（1998）が述べるように，“ 変数が多
くなると，演繹的な数学モデルの構築が難しくな
る ” からである。独自モデルの構築は，紙幅の関
係もあり次の機会に譲りたい。一方，回帰モデル
をあらためて用いる理由は，先行研究とは違った
方法によりモデルを構築したいと考えたからであ
る。つまり，データからの帰納的結論ではなく，
理論的に要因を選択したモデルを示したいと考え
た。
　岸田（1998）では，貸出冊数に影響を与える要
因として，図書館内的要因，図書館外的要因，規
模要因が示され，それぞれを代表する具体的な要
因として，「蔵書冊数」（図書館内的要因および規
模要因），「定住人口」（図書館外的要因）が挙げ
られた。一方，岸田（2013）では，「蔵書冊数」
と「定住人口」に，さらに計量書誌学的要因と地
理的要因が加えられた。これら二つの研究におい
て，合計五つの要因が示されたことになる。本稿
では，これら五つの要因，さらには新たな要因に
ついて検討する。
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　次いで，検討の結果選択された要因に基づき回
帰モデルを構築する。モデルは取り込む要因の数
によって，便宜的に五つ作成する。作成されたモ
デルについては，実際のデータを用いて重回帰分
析を行い，その有効性を検証する。データの分析
には，フリーの統計分析ソフトウェア R（version 
3.3.3）を用い，また，日本図書館協会（2017）に
よる『日本の図書館　電子媒体版：公共統計編
（2016 年版） 』のほか，人口密度を算出するため
に国土地理院（2017）の「平成 28 年全国都道府
県市区町村別面積調」のデータを使用する。使用
するデータの範囲は，岸田（2013）を参考に，人
口 100 万人未満の自治体（町村部を除く）とし，
そこから欠損値を有するデータを除外する。その
結果得られた 730（市区）のデータが分析対象と
なる。
　4.　結果と考察
　4.1　要因の選択
　五つの要因のうち，図書館内的要因および図書
館外的要因については，岸田（1998）において，「蔵
書冊数」と「定住人口」がそれぞれの代表として
選択されており，岸田（2013）でもそれが踏襲さ
れている。これらに変わるべき要因を予備的に調
査したところ，特にそのような要因は存在しな
かったとから，本稿でも「蔵書冊数」と「定住人口」
を採用する。ただし，人口について『日本の図書館』
では「奉仕人口」と表現されているため，以降は
これに従う。
　続く規模要因については，岸田（1998）が，そ
の具体的な導入理由を二つ挙げている。一つは，
地理的な問題，もう一つは出版点数の問題である。
地理的な問題とは，人口規模が大きくなるにつれ
て居住範囲が広がるため，図書館の数が増えない
限り，図書館からの距離が遠くなる人が増えると
いうものである。確かに図書館からの距離は貸出
冊数に影響を及ぼすことが容易に想像できる。し
かしながら，人口規模が大きくなれば，それに合
わせて図書館の数が増えるかもしれないし，また，
人口規模が小さくとも図書館からの距離が遠い地
域もあるかもしれない。したがって，この問題は
規模要因として捉えるのではなく，直接的に地理
的要因として捉えた方が良さそうである。一方，
出版点数の問題とは，出版点数には限界があるた
め，その蔵書規模に応じた本を量的に揃えること
ができるとは限らないというものである。確かに
そうかもしれないが，これに該当する規模の図書
館はごくわずかではないだろうか。特に，分析の
対象となる人口 100 万人未満の自治体では，明確
な根拠はないが，このような図書館は例外を除い
て存在しないと思われる。よって，本稿では規模
要因は採用しない。
　次に地理的要因については，岸田（2013）で導
入された要因ではあるが，上で述べたように，岸
田（1998）の規模要因に含まれていたとも考えら
れる。この要因は，図書館から居住者までの距離
を表すものであり，岸田（2013）は，この要因に
ついて “ 同心円モデル ” を採用している。詳細は
省略するが，これを線形回帰モデルに採用するの
は困難であるため，代替となるものを選択するこ
ととする。まず候補となるのは「図書館密度」で
あろう。一定面積内の図書館の数が多ければ，そ
れだけ図書館との距離が近い居住者が増えると考
えられる。実際，岸田（1986）は，図書館からの
距離を近似的に測る指標として「図書館密度」を
用いている。これとは逆に「人口密度」が高まれば，
図書館周辺の居住者も増えると推測できるので，
この指標も「図書館密度」と同様の効果が期待で
きる。これら二つの指標に関して，貸出冊数に対
する回帰分析（単回帰分析）を行ったところ，「図
書館密度」の決定係数が 0.1605 であったのに対し，
「人口密度」では 0.3113 であった。そこで本稿で
は「人口密度」を地理的要因の代表として採用す
る。
　最後に計量書誌学的要因は，具体的にはジップ
の法則を取り入れるものである。実際の岸田
（2013）ではより複雑であるが，簡略に述べるなら，
「貸出順位×貸出回数＝一定」と仮定される。岸
田（2013）が提案するモデルは，確かに検証の結
果有効性が認められたが，岸田が述べるように “ 現
実から乖離している ” 点は否めない。この要因に
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ついては，さらなる検証が必要ではないだろうか。
また上記の “ 同心円モデル ” と同様に，線形回帰
モデルにこの要因を採用するのは難しい。よって，
本稿では計量書誌学的要因を採用しない。
　ここまで，「蔵書冊数」，「奉仕人口」，「人口密度」
の三つの主な要因を得ることができた。ここから
は，さらに補足的な要因を考えたい。この補足的
な要因について岸田（1998）は，“ そのような変
数を投入したとしても，マクロなレベルで見れば，
それぞれの独自の寄与は比較的小さく ” と述べて
いる。そして「蔵書冊数」と「定住人口」のみを
考慮するモデルについて，“ 不十分さを認めた上
で ”“ 一つの近似として十分である可能性が高い ”
としている。岸田のような独自のモデルでは，前
述のように，変数が多くなるとモデルの構築が難
しくなるが，回帰モデルにいくつかの変数（要因）
を追加することは困難なことではない。そこで本
稿では，「独自の寄与が比較的小さい」ことを認
めた上で，いくつかの補足的要因を追加する。
　先に挙げた三つの要因のうち，中心的な要因は，
岸田の研究（1998 および 2013）を見る限り，「蔵
書冊数」および「奉仕人口」である。この二つの
要因は，ともに総数を表している。確かに，先行
研究で示されたように，各要因の総数が増えれば
それだけ貸出冊数は増える。しかしながら，すべ
ての蔵書が貸し出されるとは限らないし，すべて
の人が資料を借りる訳でもない。そこで，「貸し
出される資料」と「資料を借りる人」に関係する
要因を考える。
　まず「貸し出される資料」については，借りる
側から見て，それが「借りたい資料」であり，ま
た「借りやすい状態」にあることが影響すると思
われる。「借りたい資料」とは，一つは「関心を
惹く資料」であるが，利用者の関心は多種多様で
あり，これを要因として取り込むことは困難であ
る。もう一つは「新しい資料」であろう。これに
関連する指標には「受入冊数」と「蔵書新鮮度」
があるが，予備的な調査では「受入冊数」の影響
度が高かったので，本稿では「受入冊数」を採用
する。一方「借りやすい状態」とは，端的に言えば，
自由に手に取れる状態であろう。そこでこの状態
に置かれた資料数を示す「開架冊数」を採用する。
　次に「資料を借りる人」に関しては，先行研究
において，さまざまな属性が検討されている。例
えば岸田ら（1991）では，前述のように「第一次
産業従事者」，「第三次産業従事者」，「専門職管理
職従事者」，「非労働者」，「主婦」，「女性」が取り
上げられている。ただし，最終的に示された，分
析対象の時間と場所が異なる四つのモデルでは，
選択された変数（上に挙げた属性）はモデルごと
に異なっていた。つまり確定的な属性を示すこと
ができなかったとも言える。「資料を借りる人」
を検討する場合，より直接的な要因は，図書館に
利用登録をしているか否かであろう。そこで本稿
では「登録者数」を採用する。
　以上の結果，補足的な要因として「受入冊数」，
「開架冊数」，「登録者数」が採用された。これで，
先に採用した「蔵書冊数」，「奉仕人口」，「人口密度」
と合わせて 6 要因が選択されたことになる。
　4.2　有効性の検証
　前節で選択した 6 要因を用いて，取り込まれた
要因数の異なる五つの回帰モデルを構築した。そ
れらモデルの有効性を検証するために，重回帰分
析を行った結果は，表 1 のとおりである。
　まず，中心的な要因と考えられる「蔵書冊数」
と「奉仕人口」の 2 要因からなるモデル（モデル 1）
を作成した。決定係数（自由度調整済決定係数，
以下同様）は 0.8668 と高い。次に「人口密度」を
加えると（モデル 2），決定係数は 0.8959 に上がっ
た。この結果から，主要な三つの要因だけで，貸
出冊数を概ね説明できることが確かめられた。
　次に，補足的な要因を一つずつモデルに追加し
ていく。追加する順番は，「貸出冊数」との相関
係数が大きい順とする。最初に追加するのは「受
入冊数」であり，このモデル（モデル 3）の決定
係数は 0.9126 であった。続いて「開架冊数」を加
えたモデル 4 の決定係数は 0.9152，「登録者数」
を加えたモデル 5 の決定係数は 0.9172 となった。
このようにモデル 3 は，補足的要因を追加した効
果が多少認められる。モデル 3 に追加した「受入
冊数」の標準偏回帰係数は他のすべての要因より
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も大きく，このことが結果につながったと思われ
る。一方，モデル 4 とモデル 5 には目立った変化
は認められなかった。
　補足的要因について注意しなければならないの
は，それらがいずれも図書館内的要因であり，要
因間の相関係数が高いということである。具体的
には，「蔵書冊数」と「開架冊数」は 0.9248，「蔵
書冊数」と「受入冊数」は 0.8976，「受入冊数」
と「開架冊数」は 0.8750 である。このような要因
間（変数間）の高い相関関係は，岸田ら（1991）
も指摘しているように，多重共線性の現象を発生
させ，目的変数（ここでは貸出冊数）の推定が不
安定となる。
　以上の結果から，五つのモデルのうち，現時点
で使用可能と考えられるのはモデル 1 とモデル 2
の二つである。ただし，具体的な要因である「蔵
書冊数」，「奉仕人口」，「人口密度」を固定するも
のではない。もともと岸田（1998）は図書館内的
要因の代表として「蔵書冊数」を選択したにすぎ
ないため，例えば「蔵書冊数」を，「蔵書冊数」
モデル 説明変数
(要因) 編回帰係数 標準誤差
標準偏
回帰係数 決定係数
自由度調整
済決定係数
(定数)
蔵書冊数（冊）
奉仕人口（人）
(定数)
蔵書冊数（冊）
奉仕人口（人）
人口密度（人/㎢）
(定数)
蔵書冊数（冊）
奉仕人口（人）
人口密度（人/㎢）
受入冊数（冊）
(定数)
蔵書冊数（冊）
奉仕人口（人）
人口密度（人/㎢）
受入冊数（冊）
開架冊数（冊）
(定数)
蔵書冊数（冊）
奉仕人口（人）
人口密度（人/㎢）
受入冊数（冊）
開架冊数（冊）
登録者数（人）
*** p ＜.000
t値
表１　本稿が提案する回帰モデルとその検証結果
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との相関係数が大きい「受入冊数」に交換するこ
とが可能である。
　これに対し，モデル 3 以降についてはさらなる
検討が必要である。この検討には，要因の再検討
だけではなく，線形回帰モデル以外の独自モデル
の検討も含まれる。
　5.　おわりに
　本稿では，公共図書館の貸出冊数を説明する関
数（貸出関数）について，先行研究を確認・整理
した上で，新たなモデル（回帰モデル）の導出を
検討した。その結果五つのモデルが構築され，各
モデルについて実際のデータを用いてその有効性
を検証したところ，先行研究で示された要因に基
づくモデルについては，その有効性が認められた。
一方，本稿で新たに採用した補足的要因を加えた
モデルについては，一部のモデルに多少の効果が
見られはしたが，全般的に有効性が認められたと
は言い難く，今後さらなる検討が必要である。
　なお，本稿が分析の対象としたのは自治体（単
位）であったため，個々の図書館の貸出冊数に大
きな影響を及ぼすと考えられる要因，例えば「貸
出冊数・期間」，「貸出方法」，「開館日」などを考
慮していない。これらの要因を何らかの方法で考
慮した分析も今後の課題である。
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A Test of the Function Predicting the Book Circulation in Public 
Libraries
KIICHIRO KANAI
Showa College of Music /
School of Social Information Studies, Otsuma Women’s University
Abstract
In this paper, based on a review of previous studies, five new regression models of book 
circulation prediction in public libraries were developed. The effectiveness of the five models 
was verified using actual data. According to the results, of the five models, those based on 
factors indicated in previous studies were effective; however, it was difficult to determine the 
effectiveness of the models developed using the supplementary factors newly adopted in this 
paper. Therefore, further study is required to verify the effectiveness of the new models.  
Key Words（キーワード）
public library（公共図書館），number of book circulation（貸出冊数），activity index（活動指標），
mathematical model（数理的モデル），multiple regression analysis（重回帰分析）
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